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平成 27 年度 バイオマス等再生可能エネルギーに係る 

「情報発信サイト」および「研究機関・企業等データベース」更新業務 

仕様書 

 

1. 目的 

一般財団法人新エネルギー財団（以下 NEF と云う）が、平成 27 年度国際エネルギー使用合理化等

対策事業「バイオマス等再生可能エネルギー研究人材育成事業」の一部として外部に発注する情報発

信サイトおよび、研究機関・企業等データベースの更新業務に関する仕様を示す。 

 

2. 要求事項 

本業務は、国内外に対してインターネット上で公開する下記二つのサイト、データベースの維持

更新を行うものである。 

1）バイオマス等再生可能エネルギーに関する情報発信ウェブサイト “Asia Biomass Office” 

URL； http://www.asiabiomass.jp/ 

2)東アジア地域の再生可能エネルギー関係研究機関・企業等データベース 

 URL; http://jrdb.asiabiomass.jp/ 

 

2.1 バイオマス等再生可能エネルギーに関する情報発信サイト“Asia Biomass Office”（以下「再

エネ情報発信サイト」と呼ぶ）の維持更新業務 

 

2.1.1 再エネ情報発信サイトの目的 

再エネ情報発信サイトは、バイオマス等再生可能エネルギー研究人材育成事業に係る情報発信サ

イトとして、我が国や東アジア諸国をはじめとする新興国の再生可能エネルギーに関する広範な情

報を、日本語と英語で毎月発信して情報の共有を図るものである。 

発信する記事は、日本及び東南アジアを中心としたバイオマス、太陽光、風力、地熱、中小水力、

海洋等の再生可能エネルギーについて最新の情報を集め、わかりやすく解説したものとする。 

 

2.1.2 コンテンツの作成 

再エネ情報発信サイトの下表に示す日本語及び英語ページのコンテンツを作成する。コンテンツ

は本事業の受託者が自らの取材や調査で取得した情報により作成する。日本語と英語のページは同

一内容のものとする。画面構成はモバイル端末からも閲覧可能なレイアウトとする。 

 

（基本部分） 平成 26 年度版当該ウェブサイトの基本部分の内容を保持するが、必要の都度発注者

と協議の上更新を行なう。トップページのデザインは、年１回程度更新する。 

（更新部分） 定期的に新しいコンテンツを作成、更新を行なう。表中＊を記したものは 27年度中

の 5月から 3月までの毎月 1回（全 11回）、その他は発生の都度更新を行なう。 

（トピックス） 海外および日本の再生可能エネルギートピックスの対象とする再生可能エネルギー

分野は、太陽光、風力、中小水力、地熱、太陽熱、空気熱・地中熱、海洋エネルギー

等および、再生可能エネルギーの導入拡大に寄与する分野についての研究開発、技

http://www.asiabiomass.jp/
http://jrdb.asiabiomass.jp/
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術、政策、経済、社会等に関する事項とする。 

 

再エネ情報発信サイトのコンテンツ 

基本部分 

トップページデザイン 

Asia Biomass Office について 

アジア・バイオマスエネルギー協力推進オフィスについて 

アジアからの研究員受入（概要説明） 

掲示板 

バイオマスデータベース（概要説明） 

関連リンク 

サイトマップ等利用についての案内ページ 

お問い合わせ 

その他の事項 

更新部分 

お知らせ（新着情報） ＊ 

海外および日本の再生可能エネルギートピックス ＊ 

（毎月 6件：原則としてバイオマス 3件程度） 官公庁からのプレスリリース ＊ 

イベント情報 ＊ 

更新履歴 ＊ 

その他の事項 

 

    

2.2 「東アジア地域の再生可能エネルギー関係研究機関・企業等データベース」（以下「研究機関等

データベース」と呼ぶ）の維持更新業務 

 

2.2.1 研究機関等データベースの目的 

研究機関等データベースは」は、日本を含むアジア各国及び関連する地域における、再生可能エネ

ルギーに関係した研究機関・企業等の、研究や事業活動の内容を紹介し、共同の研究、事業、事業化

シーズ及びニーズに関する情報を提供し、再生可能エネルギーの研究、事業の拡大充実に資すること

を目的としている。 

 

2.2.2 内容 

研究機関等データベースは、平成 19 年度に作成され「日本のバイオマス研究機関等データベース」

としてインターネット上に公開された。その後、範囲を東アジア各国の研究機関に広げ「東アジアの

バイオマス研究機関等データベース」とし、平成 24 年度には更に、バイオマス以外の再生可能エネ

ルギーも包含して、「東アジア地域の再生可能エネルギー研究機関等データベース」として発展させ

て来た。平成 25 年度は、本データベース「東アジア地域の再生可能エネルギー研究機関等データベ

ース」を、研究機関中心の構成から、企業の再生可能エネルギー関係の活動も包含したデータベース

に拡張したほか、データには、研究成果としてのシーズと産業側のニーズに関する事項を記載して、

ユーザが本データベースから得られた情報を基に、目指す相手に直接アプローチすることができる

ように改修した。それに合わせて名称を「東アジア地域の再生可能エネルギー関係研究機関・企業等
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データベース」と変更した。 

平成 2７度には、運用中のデータベース「東アジア地域の再生可能エネルギー関係研究機関・企業

等データベース」の維持、更新を行うほか、引き続き研究成果シーズと産業側ニーズに関する情報を

増強し、ユーザがネット上で自由にマッチング対象を検索し、目指す相手に直接アプローチができる

ニーズ・シーズデータ検索の内容を充実させる。 

 

1) データの更新 

研究機関等データベースの信頼度を維持して広く利用されるためは、データを毎年継続的に更新

して鮮度を保ち続けることが重要である。そのため、平成 26 年度版に収録している 870 の研究機

関（表 2.2.2-1）に対して、収録データの最新状況および変更を問うアンケートを郵便及び e-mail

で送付し、得られた回答をデータベースに反映する。 

 

2）データの追加 

新規にデータを収録する研究機関等としては、日本及び東南アジアを中心とする新興国で、再生

可能エネルギーを取り扱う機関のデータを追加する（表 2.2.2-2）。 

新規に追加する機関、研究項目は 50 程度を目標とする。 

 

3）データ収集方法 

以下の対象に対してアンケート及びインターネット情報を用いて調査を行う。 

a. バイオマス等再生可能エネルギー人材育成事業に参画した国内外の機関 

b. 当財団の新エネルギー産業会議会員企業 

c. 文献・論文、新聞、学会発表で目立った活動を実施している機関、企業 

 

表 2.2.2-1 H26 年度のデータベース収録機関数／項目数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

バイオマス研究

団体種類

登録

機関数

バイオマス

研究項目数

研究機関（日本） 83 94
地方自治体（日本） 161 203 太陽光 83 103

民間（日本） 195 247 風　力 77 92
大学（日本） 117 208 水　力 36 50
その他（日本） 7 8 地　熱 17 26

東アジア注1） 39 62 その他 55 66

合　計 602 822 合　計 268 337

バイオマス以外の
再生可能エネルギー

研究項目数

登録
機関数

バイオマス以外の
再生可能エネルギー

研究項種別
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表 2.2.2-2 追加する機関、データ 

 

 

2.3 改善 

必要に応じて発注者及び受注者の調整の上、再エネ情報発信サイトおよび、研究機関等データベ

ースについて、ネットを通じてアクセスするユーザの利用し易さ、見易さの改善及び、作成者、管

理者の作業の容易化等の改善を行うこと。 

 

2.４ ドメイン管理 

下記のサイトのドメイン管理を行うこと。 

・再エネ情報発信サイト：http://www.asiabiomass.jp/ 

・研究機関等データベース：http://jrdb.asiabiomass.jp/ 

 

2.5 使用サーバ 

平成 26 年度までの再エネ情報発信サイトおよび、研究機関等データベースで使用しているサーバ

を使用すること。 

 

2.6 インターネット上の公開に関する関連作業 

データベース等の改修変更後、上位のサイトである「新エネルギー財団ホームページ」

（http://www.nef.or.jp/）を管理する担当者と連携し、更新、変更に係る情報を提供すること。 

 

2.7 アクセス解析等の実施 

当該ウェブサイトに対するアクセス解析等の実体把握、内容改善に有効な情報を収集、解析し、

その結果を成果報告書で記述すること。 

 

2.8 バイオマストピックスを集積した電子媒体の作成 

平成 27 年 5 月から平成 28 年 3 月までに掲載する日本語および英語で作成した再生可能エネルギ

ートピックスを、過去すべてのトピックスと併せて集積し、エネルギーの種類、国、掲載年月日等に

よる検索機能をつけた電子媒体（CD 等）を作成する。 

目次（一覧、日付順、分類別、国別）は日付の降順（日付の新しいものが先、古いものが後）で並

べるものとする。 

2.9 情報セキュリティ向上対策 

研究所、大学

企業

行政機関

機関の説明（住所、連絡先等）

研究テーマ、事業領域

施設情報

製品情報

提供して欲しい工業化のニーズ

提供できる工業化のシーズ

その他必要な情報

 対象機関

 収録データ

http://www.asiabiomass.jp/
http://jrdb.asiabiomass.jp/
http://www.nef.or.jp/
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再エネ情報発信サイトおよび、研究機関等データベース並びにその運用に関わる情報処理システ

ムについて、経済産業省が平成 26 年度に実施した本システムに対するセキュリティ監査による指摘

事項に対して対応すること。その内容、方法については別途協議するものとする。 

 

3. ウェブ上への掲載時期 

3.1 「バイオマス等再生可能エネルギーに関する情報発信ウェブサイト」 

平成 27 年 5 月～平成 28年 3 月：原則として各月第 1週に更新分を掲載する（全 11回）。 

 

3.2 「東アジア地域の再生可能エネルギー関係研究機関・企業等データベース」 

平成 27 年 10 月末に初回分をウェブ上へ掲載し、それ以降データ増強に伴い暫時更新する。 

 

4. 品質要求 

4.1 レビューへの対応 

NEF が業務の進捗状況、編集方針、データ内容、画面デザイン、操作性他について確認のためにレ

ビューを行う場合は、受注者はそれに対応すること。 

 

4.2 運用試験 

完成したデータベース等は、公開、納入前に試験環境で運用を行い、意図した機能、内容を有する

ことを確認すること。 

 

4.3 掲載前の記事の確認 

コンテンツの計画、作成に当たって受託者は NEF を含んだ調整を行い、編集方針、内容について協

議する。また完成した記事は、ネット上に掲載する前に NEF 及び必要な場合は情報提供者の確認を受

けること。 

 

4.4 瑕疵保証 

受託者は自らの原因で本業務の範囲で発生した不具合、誤記等について、納入後 1年間所期の機能

を実現するようかつ、内容の正確性を保つよう無償で改修、改訂するものとする。 

 

5. 支給品目 

本事業の実施に当たって要請に応じて、NEF から受注者に請負事業の実施に必要な平成 26 年度事

業に関する以下の資料、情報等を貸与する。これらは事業終了後返却すること。 

1) データベースコンテンツ（データセット） 

2) その他、本年度業務の遂行に必要な品目（ソースコードは支給しない） 

 

6. 納入品目 

1) データベースコンテンツ（データセット） 1 式 

2) ホームページ更新データ 1 式 

3)成果報告書（本事業の内容、成果、アクセス解析等）       1 式 
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4) バイオマストピックスを集積した電子媒体（CD等） 500 枚 

 

7. 納入期限 

平成 28 年 3 月 15 日 

 

8. 検収・支払い 

1) 受託者は業務完了後 NEF の確認を受けた後、速やかに NEF に請求書を提出すること。 

2) NEF は上記の請求書受領後、40日以内に一括現金（銀行振り込み）にて支払う。 

 

9. その他 

本仕様書に定めのない事項、または内容に関する疑義が発生した場合は、発注者と受託者は誠意を

もって協議によって定めるものとする。 

 

 

以上 


